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令和７年度 

第 １ 回 定 時 評 議 員 会 会 議 （ 案 ） 

(令和７年６月１３日) 

於：如水会館「コンファレンスルーム」 

一般財団法人国土地盤情報センター 
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令和６年度 事業報告 

 

自 令和 6年 4月 1 日 

                  至 令和 7 年 3月 31 日 

 

１．会議に関する事項 

 １－１ 評議委員会 

   6 月 14 日 定時評議員会（於 如水会館 会議室） 

    [議事] 

     第 1号議案 令和５年度事業報告の件 

 第 2号議案 令和５年度（自令和 5年 4月 1日～至令和 6年 3月 31 日）貸借対 

照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）及び監査報告の件 

        報告事項 1 令和６年度 事業計画の報告 

     報告事項 2 令和６年度 予算の報告 

    ＊評議委員会終了後、「懇親会」を開催した。 

 １－２ 理事会 

    理事会は、理事長、理事及び監事の７名で構成し、次のとおり開催した。 

   5 月 22 日 第１回理事会（於 如水会館 会議室） 

    [議事] 

１．令和 5年度事業報告と決算（案）について 

２．各種事業の進捗状況について 

３．その他 

     2 月 21 日 第２回理事会（於 如水会館 会議室） 

   [議事] 

      １．事業の進捗状況 

      ２．令和７年度予算（案）と事業計画（案） 

        ３．その他 

 

２．各種事業に関する事項 

２－１ 地盤情報のデータプラットフォームの構築と運営 

(1) ホームページの運用 

(2) 地盤情報の収集システムの運営 

地盤情報の検定受付と検定を実施した。 

(3)「国土地盤情報データベース」の運営 
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２－２ WEB-GIS による情報提供機能の開発と供用 

(1) Web-GIS の機能改良と情報提供の実施 

「一般公開」サイトに登録する地盤情報の充実を図った。 

(2) 「地質柱状図対比図」作成機能の提供 

 (3) 国土地盤情報検索サイト「Kunijiban」との連携 

   (4) 国土交通省が運用を開始するインフラデータプラットフォームとの連携 

 

２－３ 品質確保策の検討と実施 

(1) 検定事業の実施 

(2) 検定システムの機能強化と運用 

(3) 受付業務支援システムの機能強化と運用 

(4) 検定実施機関との連携 

以下の２つの機関を実際の検定作業を担当する検定部としている。 

・北海道土質試験協同組合 

・協同組合関西地盤環境研究センター 

① 上記の検定部の担当者と「検定業務に関する連絡会」を１回（10 月 15 日）開

催した。 

② 港湾空港関係の地盤情報の検定について 

  当センターで検定を終了した地盤情報を年度末で集計・集約した上で、（一社） 

海洋調査協会へ送付した。 

(5) 地盤情報の品質管理評価について 

     検定申込み時に提出されてくる「関連情報」と「検定データ」について基準を設け

て評価した。 

(6) 土質試験データの品質確保策について 

  検定申込画面に「土質試験責任者」の入力欄を設置し、実際に土質試験を実施して

いる技術者を特定できる仕様とした。 

 

２－４ 関係機関（産官学）への協力依頼 

国土交通省の協力を得て、地盤情報の収集と提供に関する協定書の締結に関する

PR 活動を実施した。 

 ・地方公共団体及び政令指定都市の担当者 

 ・公益事業者、特殊法人の担当者 
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協定の締結状況を以下に示す。 

                             令和 7 年 3 月 31 日現在 

 
 

２－５ 関連委員会の設置と検討 

２－６ その他 

(1) 緊急公開サイトの運営 

「令和 6 年度能登半島地震」と「令和 5 年度日向灘地震」の公開を継続した。 
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(2) 地質リスクマネジメントとの連携。 

(3) 地盤情報［一般公開］運営サポートメンバーの新規募集を実施した。 

 

３．検定実施結果について 

   令和 6 年度に実施した検定数量は、以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計
本数 6,180
件数 926
本数 237
件数 53
本数 196
件数 38
本数 17,829
件数 5,061
本数 24,442
件数 6,078

小 計

発注種別

国交省

農水省

関係省庁

自治体・
公益事業
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令和６年度 組織 

 

 

 

       

  理事会   理事長 

        理事 

  監事 

  顧問 

 

                  総務、経営企画 

 

                  システム事業部 

 

                  検定部 

                   ・北海道土質試験協同組合 

・協同組合関西地盤環境研究センター 

・一般社団法人海洋調査協会 

 

 

令和６年度の決算 

 

              （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常収益計 ６１，６１６，７７６ 

経常費用計 ６０，４０３，５９３ 

当期経常増減額 １，２１３，１８３ 

評議員会 

 

外部評価委員会 
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令和７年度 事業計画 

 

 

 当センターは創立から８年目を迎え、中央官庁・全国 45 道府県・13 政令市・1,041 市町

村・46 公益事業者の約 52 万本の地盤情報を「国土地盤情報データベース」を通じて公開し

てる。 

「地盤情報は、地形情報等と同様に国土の利用、開発および保全に資する重要な基本情報

であり、極めて公共性が高いものであると考えられ、広く提供されることは、国民にとって

非常に有益である。また、国土の基本情報である地盤情報を集積(データベース化)し、提供

することによる基本的な意義として、「地盤調査の精度向上や効率化が挙げられる。」という

国の方針を見据え、地盤情報の収録数１００万本の達成と民間ボーリングデータの取り込

みを当面の目標として活動を展開する。 

 

 

１．地盤情報のデータプラットフォームの運営 

 (1) 地盤情報の収集システム（受付システム）の運用 

  (2) 地盤情報のデータベースの運用 

(3) 上記を統合した「国土地盤情報データベース」の運営 

    

２．WEB-GIS による情報提供機能の開発と供用 

(1) Web-GIS の機能改良と情報提供 

 ・「一般公開（閲覧フリー）」で公開する地盤情報の充実 

 ・「地質柱状図対比図」作成機能の提供 

(2) 国土地盤情報検索サイト「Kunijiban」との連携 

   ・「Kunijiban」への地盤情報の提供 

  

３．品質確保策の検討と実施 

(1) 検定事業の的確な運用 

(2) 検定システムの運用と機能改善の継続 

(3) 検定実施機関との連携 

  (4) 電子納品に関する関連講習会への講師派遣 

  (5) オンライン電子納品の現状把握と今後の対応 

(6) 品質向上に向けた ASP 活用の検討 

   (7)AI 導入（検定受付時と検定実施時）の検討 

 

   



8 
 

４．関連委員会の設置と検討 

    

５．関係機関（産官学）への協力依頼 

(1) 地盤情報の提供依頼 

     ・協定未締結の地方公共団体等への PR の継続 

  (2) 関連情報の提供 

 

６．関連するシステムの開発の実施 

  (1) 検定業務支援システムの開発 

  (2) 受付業務支援システムの開発 

   (3) 検定申込者支援システムの開発 

 

７．国との連携強化と事業提案の実施 

  (1) BIM/CIM との連携強化策の提案 

   (2) オンライン電子納品との連携 

 (3) 「電子納品要領等改定案」への対応 

 (4) 「（仮）デジタルコアラボ」の設立準備  

 

８．その他 

(1) 地盤情報の２次利用の機能追加の検討 

(2) 地質リスクマネジメントとの連携 

  ・地質リスク情報（リスク管理表）のデータベース化に関する提案 

(3) 地盤情報の利活用事例集の公開（センターHP に掲載） 

(4) 災害時緊急対応体制の整備（大阪公立大学「根本研究室」との連携） 

(5) その他 

① 地盤データの利活用の具体的な事例紹介 

② 一般公開の運営サポートメンバーの新規募集 

③ 事務所移転の検討 
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令和７年度 組織 

 

 

 

       

  理事会   理事長 

        理事 

  監事 

  顧問 

 

                  事務局（総務、経営企画） 

 

                  システム事業部 

 

                  検定部 

                   ・北海道土質試験協同組合 

・協同組合関西地盤環境研究センター 

・一般社団法人海洋調査協会 

 

 

令和７年度の予算 

 

              （単位：円） 

 

経常収益計 ７３，０００，０００ 

経常費用計 ７２，５９０，０００ 

当期経常増減額 ４１０，０００ 

評議員会 

 

外部評価委員会 

  

緊急公開サイト対応 

公立大学「根本研究室」 


